
3・市町村データ  
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市町村における児童家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会  

（子どもを守る地域ネットワーク）の設置状況等について（概要）   

本調査は、平成21年4月1日現在の市区町村（東京都の特別区を含む。以下同じ。）の児童  

家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の設置  

状況等について把握したものである。  

【児童家庭相談業務】  

○ 相談窓口に従事する職員数  

相談窓口に従事する職員数は、全国で6，842人となっている（前年度比12人増）。  

うち、一定の専門資格を有する者は4，411人（同125人増）となっている。  

※平成20年度において、全国の市区町村が受け付けた児童家庭に関する相談受付件数は27万364   

件（前年度比1，483件減）であり、このうち、児童虐待に関する相談受付件数は5万1，620   

件となっている（同1，500件増）（「平成20年度社会福祉行政業務報告」による）。  

【要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の設置状況】  

○ 地域協議会又は児童虐待防止ネットワークの設置率  

地域協議会又は児童虐待防止ネットワークを設置している市区町村の割合は97．6％   
（前年度比3．5％増）となっている。  

○ 地域協議会の調整機関担当職員数  

全国で4，938名（前年度比404人増）となっており、そのうち、一定の専門資格   

を有する者は2，588人（同275人増）となっている。   

○ 地域協議会におけるケースの登録数  

地域協議会におけるケースの登録数は全休で101，318件であり、そのうち、要保   

護児童ケース登録数が75，378件（74．4％）、要支援ケース登録数が24，946   

件（24．6％）、特定妊婦ケースの登録数が994件（1．0％）となっている。  

」   また、要保護児童ケースのうち児童虐待が48，128件（47．5％）となっている。  
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市町村の児童家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会  

（子どもを守る地域ネットワーク）の設置状況等について  

（平成21年4月現在）   

本調査は、平成21年4月1日現在の市区町村（東京都の特別区を含む。以下同じ。）の  

児童家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）  

の設置状況等について把握したものである。  

○ 人口規模区分別市区町村数、該当人口  

（平成21年4月1日現在）  

人口規模区分  か所  【前年度】   該当区分での合計人口   

市  区  787   【791】  

人口30万人以上   65   【65】   28，937．017人  （22．5％）  

人口10万人－30万人未満   205  【199】   早3．266，390人   （25・9％）  

人口10万人未満   517   【527】   27．447．002人  （21．4％）   

町  801  【808】   12．162，234人  （9．5％）   

村  191  【193】   899．115人  （0．7％）   

指定都市（政令指定都市・児童相談所設置市）  19  【19】   25．686月85人  （20．0％）   

計  1．798 【1，81り   128．397，843人   （100．0％）   
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Ⅰ 市区町村における児童家庭相談業務の状況について  

1．相談窓口（主たる相談窓口）の設置場所について   

市区においては、家庭児童相談室が設置されている児童福祉主管課又は福祉事務所に窓  

口を設置している所が、人口規模30万人以上では83．1％（当該区分の総数に対する  

割合、以下同じ）、10万人以上30万人未満では86．4％、10万人未満では87．2％  

となっている。   

町村部においては、児童福祉主管課、母子保健主管課又は児童福祉・母子保健統合課に  

相談窓口を設置している所が、町では87．8％、村では87．5％となっている。   

指定都市においては、従来から児童相談所を中心に児童家庭相談を担ってきたところで  

あるが、指定都市内の区福祉事務所等に児童家庭相談窓口を設置し、重層構造にしている  

所が84．2％となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段こ市区町村数）  

規 模 区 分  

村  指定都市   
合 計  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町  

①児童福祉主管課   58．5％   64．4％   55．3％   45．6％   33．0％   10．5％   49．3％  

38   132   286   365   63   2   886   

②母子保健主管課  
10％   02％   69％   63％   53％   39％  

2   55   12   7l   

7．7％   4．9，i   35．3，i   482％  158％   234†i  ③児童福祉・母子保健統合課      5．4％  
10   28   283   92   3   421   

④福祉事務所  24．6l   220％   319％   06％  421％   133％  

（家庭児童相談室）  16   45   165   5  8   239   

⑤福祉事務所  1／5＼   0．5％   21％  10ヽ  08ヽ  

（家庭児童相談室を除く）  
2  15   

1．5†i  0．2％   56％   58％  
⑥保健センター  32％  

45   58   

1．5％   39％   29％   26，i  
⑦教育委員会  

28％  

3   20   23   5  51   

⑧市設置の保健所  

0．5％  
⑨市設置の児童相談所  0．5！i   15．8％   0．3％  

3   5   

02％   10ヽ   10，i  
⑱障害福祉主管課  

06％  

8   2  

⑪その他   
6．2％   5．4％   0．8％   2．1％   16＼   105％   23，i  

4   4   17   3   2   41   

合 計   
100％   100％   100％   100％  100％  100％  100，i  
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2．主たる相談窓口の担当職員について   

主たる相談窓口に従事する相談担当職員は、全国で6，842名配置されている。内訳  

は、一定の専門資格を有する者（①～⑧）が4，411名（64．5％）、そのうち、児童  

福祉司と同様の資格を有する者（①～④）が1，041名（15．2％）となっている。  

（上段：該当区分での割合  下       投：人数）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   
合 計  

村  指定都市   

166，i  170≠   103，i   37，i   29％  206％  105九  児童福祉司と同様の資格を有する者  

（②、③又は④に該当する者を除〈）  
1D6   187   168   84   12   161  7†8   

②  01ヽ  01ヽ  01％  01ヽ  01ヽ  
医師  

0   2  5   

③  29，i   16％   1ヰヽ   64ヽ  4．0％  97％  63≠  
社会福祉士  

62   69   48   36   6   50  2了1   

④  14ヽ   06ヽ   02％   06ヽ  07ヽ  08ヽ    04％  
精神保健福祉士  

5 15   7   14   5  47  

小計  
（①～④の計）  

2丁．1％  24．8≠   13．8％   6．0，i   ヰ．6†i  27．8㌔  15．2％  

（児童福祉司と同様の資格を有する者）  
173   272   224   136   19   217  1．041   

⑤  
保健師・助産師・看護師  

66％  324％  413％   163％  192ヽ  102％  93ヽ  

（（Dに該当する者を除く）  
65   102   108   739   171   127  1．312   

⑥  
教員免許を有する者  

153ヽ  183ヽ   271％   34％   12＼   100％  132％  

（①に該当する者を除く）  
98   201   441   78   5   78  901   

⑦  
保育士  

†5．3l   14．4l   12．1％   7．0％   8．5％   6．7％  10．2％  

（（》に該当する者を除く）  

98   158   197   160   35   52  700   

108％   88＼   86，i   18l   12！i   136％  67％  ①～⑦に記載の資格を有しない  

89   97   140   40   5   106  457  

小計  787％  757％  881ヽ   505，i   568％  743l  645％  
（①～⑧の計）  

503   830   1．110   1，153   235   580  4．411   

①～⑧に記載の資格を有しない  
12．7％   13．9l  24．0％  47，8！i  41．3，i   16．8％  29．5，i  

81   153   391   1．091   171   131  2．018   

⑩  86ヽ   104≠   79ヽ   1丁ヽ   19ヽ   90％  60％  

その他  
55   114   128   38   8   70  413   

1000≠  1000％  1000％  1000％  1000，i  1000，i  1000％  
合 計  
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●都道府県（指定都市含む）別、主たる相談窓口の担当職員  
穫      劉  

①  受）  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑳  ⑩  
児童穣祉司   医師   社会鶉彿士   積柵保健躊   床」■師・助産   教ぇ免許を   保育士   任）－⑦に記   ①～⑨に記   その他  

祉士  師▲キ護師  手する蒼  （①に故当す  牡の責穐を  義の責穐を  

（①に陸当す  ・t三■一こ ネ等  書員数                                            と同株の書                  檀を有する者 （②、③又は  緒を除く）   会稽社主事   
④に賄当す  
る昔を除く）  

北海道   704   16   4   2 239 36   36   25  318   27   

青森県   108   3  27   5   8   4   55   

3  

5   

岩手県   79  6   14   10   2   38   5   

宮城県   120   15  34   13   12   2   35   

4  

8   

秋田県   89  13   12   ＝   5   39   5   

山形県   93  18   12   8   13   38   3   

福島県   189   5  3  58   29   3   23   60  8   

茨城県   137   8  4   7   43   12   42   9   

栃木県   116   12  21   24   7   5   44   2   

群馬県   107   4  3  26   15   8   6   37   8   

埼玉県   261   26  29   43   15   33   89   

千葉県   224   16  6   2   32   71   20   6   57   †l   

東京都   535   73   2   56   54   58   99   40   73   69   

神奈川県   151   19  10   3   27   10   24   9   27   22   

新潟県   102   24  2   2   25   14   15   Z   15   3   

吉山県   52   12  2  10   3   5   18   

石川‖泉   49   6  2   14   4   7   13   

福井県   42   8  4   2   4   7   2   12   2   

山梨県   85   2  26   8   8   7   30   3   

長野県   21乙   13  48   33   40   10   55   

岐阜県   118   3   13   4   22   5   51   7   

∫ －■■ －   113   16  4   12   24   17   18   10   

愛知県   198   15  4  26   49   34   6   57   7   

三重県   126   36  2  16   13   17   2   31   9   

滋賞県   86   15  7  12   10   6   21   4   

許凱隋   58   6  10   10   8   4   16   3   

大阪府   】86   63  22   4   13   7   31   14   26   6   

兵庫県   154   18  5  21   34   18   37   10   

奈良県   89   4  24   10   13   4   32   

和歌山県   80   9  25   6   4   28   6   

鳥取県   61  3  19   5   7   5   20   2   

島根県   63   6  4   2   24   7   4   3   13  

岡山県   93   14  22   21   3   18   3   

広島県   74   1ヰ  3   3   10   9   19   4   

山口県   60   2  4   9   3   4   21   

3  

5   

徳島県   61  20   10   7   16   3   

香川県   42   18   3   3   2   3   

愛嬢県   7Z  3  14   8   19   25   2   

高知県   86   7   24   16   6   21   9   

福岡県   185   10  3   3   33   23   22   6   81   4   

佐賀県   43   3  ■6   14   3  15   2   

長崎県   71   ヰ  3   14   ‖   4   6   21   

9  

7   

熊本県   118  3   35   ‖   7   2   46   ヰ   
大分県   4  5  3   20   10   5   23   

3  

5   

宮崎県   82  2   26   19   3   26   

鹿児島県   126   6  †6   10   8   5   69   ‖   
沖縄県   86   8  7  16   5   8   7   30   5   

札幌市   10  6  4  

仙台市   16   3  3   8   

さいたま市   26   3  3   2   5   

千葉市   12   6  6  

楕浜市   90  18   18   18   18  18   

川崎市   8   5  

新潟市   25   7   2   2   

静間市   12  4   4  3   

名古屋市   14   9  4  

浜松市   26   16  5   3   

京都市   98   59  7   31  

大阪市   122   28  9  3   18   7   12   25   20   

堺市   5  7  3   5  

神戸市   159   2   68  3   5   75  

広島市   29  2  3   7   2   13   

北九州市   36   ヰ  9   7   2   

福間市   20   7  3   6   2   

積須賀市   31  31  

金沢市   26   12  2  4   2   

合計  6，842  718   5  2Tl   47  1．312   901  700  457  2，018  413   

割合  100．0～  10．5Ii  01ヽ  4．0，i  0．7l  19．2％  13．2l  10．2l  6．71  29．5％  6．Ol   

（参考 平成20年度）  
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●都道府県（指定都市含む）別、職員の正規・非正規、専任・兼任数   

主たる相談窓口に従事する職員は、正規職員が4，636名．（67．8％）、また専任職  

員は2，893名（42．3％）配置されている。  

職1最  個 舎  
正規さ疇舎  

▲■■  割 合  
正規以外料合  

北濃道   
∴ 轟序数  蔓任盤  

626   78   88．9l   ‖1ヽ  100   604   14．2ヽ   85．8ヽ   

青森I■   98   10   90．7l   9．3l  18   90   16．7ヽ   83．3l   

岩手県   56   23   70．9l   29．1％  19   60   24．1l   丁5．9l   

宮城県   92   28   76．7l   23．3l  37   83   30．8l   69．2l   

秋田県   56   33   62．9l   3丁．11  39   50   43．8l   56．2l   

山形県   75   18   80．6l   19．4～  23   70   24．Tt   75．3ヽ   

福島県   157   32   83．1ヽ   16．9ヽ  48   141   25．4ヽ   7ヰ．6l   

茨城県   丁7   60   5t；．2l   43．81i  64   73   46．7ヽ   53．3l   

栃木県   76   40   65．5ヽ   34．5％  45   71   38．8l   61．2l   

群馬県   83   24   77．6ヽ   22．4l  33   74   30．8l   69．2l   

埼玉県   183   丁8   70．1l   29，9ヽ  114   147   43．7l   56，3ヽ   

千葉県   127   97   56．7ヽ   43．3ヽ  131   93   58．5≠   41．5l   

303   232   56．6l   43．4t  464   71   86．7ヽ   13．3l   

神奈川県  83   88   55．Ol   45．01i  90   61   ．6ヽ   40．4l   

新潟県   63   39   61．8l   38．2l  42   60   41．2l   58．8ヽ   

吉山県   39   13   75．Ol   25．0ヽ  24   28   46，2l   53．8l   

石川県   39   10   丁9．6ヽ   20．4ヽ  

‡l♯l■   

24   25   ヰ9．0ヽ   51．0ヽ  

25   1丁   59．5ヽ   40．5ヽ  ZO   22   47．8ヽ   52．4l   

山梨県   61   24   Tl．8ヽ   28．2ヽ  32   53   3丁．6ヽ   62．4l   

長野県   145   6丁   88．4ヽ   31．6ヽ  82   130   38．7l   8l．3l   

岐阜県   80   38   67．8l   32．2ヽ  34   84   28．8％   Tl．2ヽ   

静岡県   61   52   54．Ol   46．OIi  58   55   51．3ヽ   48．7ヽ   

愛知県   120   丁8   60．6l   39．4ヽ  103   95   52．0ヽ   48．D≠   

83   43   65．9l   34．1ヽ  68   58   54．0ヽ   48．Ol   

滋賀県   52   34   ＄0．5l   39．5l  

京都府   
51   35   59．3l   40．7l  

28   30   朋l．31   51．丁ヽ  30   28   51．7ヽ   48．3ヽ   

大阪府   115   71   61．8l   38．2l  121   65   65．1l   34，9ヽ   

兵庫県   75   79   ヰ8．7ヽ   51，3l  75   丁9   48，丁ヽ   51．3ヽ   

奈良県   68   21   †8＋lヽ   23．6ヽ  24   65   27．0ち   丁3．Ot   

‡□歌山県   6t；   14   82．5ヽ   17．5ヽ  1丁   63   21，3ヽ   78．8ヽ   

二≡■二   49   12   80．3ヽ   19．丁ヽ  1●   4丁   23．Ol   77．0ヽ   

島根県   52   82．5l   1丁．5l  12   51   19．Ol   81．Ol   

岡山県   58   35   62．41   3丁．6ヽ  42   51   45．2l   54．8l   

広島県   44   30   59．5l   40．5％  21   53   28．4l   7l．6l   

山口県   37   23   61．7l   38，3l  

磋島県   
22   38   38．7l   63＋ユヽ  

43   18   70．5l   29．5ヽ  23   38   37．7％   82．3ヽ   

香川県   3l   73．8l   28．2ヽ  丁   35   16．7％   83．3l   

愛媛県   53   19   7：】．6l   26．4ヽ  36   36   50．Ol   50．Ol   

高知県   54   32   62．8l   37．2≠  32   54   37．2ヽ   62．8t   

福岡県   1：10   55   TO．3ヽ   29．7ヽ  53   132   28．6～   71．4ヽ   

佐賀巣   25   18   58．1l   41．9ヽ  

長崎県   

18   25   41．9ヽ   58．1l  

ヰ4   27   62．Ol   38．0ヽ  35   38   ヰ9．3ヽ   50．7l   

熊本県   91   27   77．1l   22．9ヽ  32   86   27．1ヽ   72．9l   

大分県   42   33   56．0～   44．0ヽ  46   29   61．3ヽ   38．7l   

宮嶋県   64   ＝l   丁8．Ol   22．Ol  22   60   26．8ヽ   7：I．2≠   

鹿児島県   93   33   73．8l   26．2％  3丁   89   29．4l   70．6l   

沖縄県   48   38   55．8l   44，2l  36   50   41．9l   58．1l   

札幌市  10  100．Ol  10  100．Ol  

仙台市  16  100．0！i  16  1000ヽ  

さいたま市   16   10   61．5ヽ   38．5ヽ  9   17   34．6ヽ   65．ヰl   

千豪商   6   6   6   6   50．Ol   50．Ol  50．Ol   50．Ol   

積浜市   36   5▲   40．Ol   60．Ol  90  100．Ol   

川嶋市   丁   12．5l   87，5l  丁   87．5ヽ  12．5l   

新；毛木   21   ヰ   84．Ol   16．0％  25  100．Ol   

檜同市   6   6   50．Ol   50．0％  8   4   66．Tl   33．3l   

浜松市   12   2   85．Tl   14，3l  8   6   57．1ヽ   42．9l   

名古庄市   17   9   65．4l   34．6l  26  100．Ol  

京都市   56   42   5丁．1l   42．9l  98  1000ヽ  

大阪市   74   48   60．7l   39，3l  

堺市   
80   42   65．6l   34．4ヽ  

6   15   28，6l   Tl．4l  21  100．Dl  

神戸市   146   13   91．8l   8．21  159  100．Ol   

広島市   16   13   55．2l   小＝川  13   16   44．8l   55，2l   

北九州市   7   29   19．4l   80．6ヽ  36  1DO．0ヽ   

福岡市  20  100．Ol  

騰須半市   
20  100．Ol  

28   3   90，31   9．Tl  31  100．0～  

金沢市   18   8   69．2ち   30．8l  22   4   84．6l   15．4‡   

合計   4－838   2．206   67．8l   32．2l  2．893   3．949   ヰ2．3％   57．7～  

（攣キ）  

平成20年廣   4．728   2．102   69．2ヽ   30．8ヽ  2．69ヰ   4．136   39．4ヽ   も0＋6ヽ   
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3．外部人材の活用による助言について  

弁護士や医師等の外部人材の活用については、助言ありとする市区町村が416か所  

（23．1％）となっている。  

上：＝、区∠での 合  下        段・区 、）  

規 模 区 分  

合 計  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 

町   村   指定都市   

351％   178％   579％   231％  （1）人材活用による   36．9％    240％  189％  
助言あリ  

24   72   124   151   34   416   

84．9％   760％   811％   822％   421％   769％  （2）人材活用による   63．1％  
助言なし  

41   133   393   650   157   8   1382   

合 計   1000％  1000％  1000％  1000％  1000，i  1000％   1000％  



4．夜間・休日の対応について  

（1）夜間・休日の対応状況について  

夜間・休日の対応については、対応している市区町村が1，320か所  

（73．4％）となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段：        市区町村数）  

規 模 区■分  

合 計  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区   町   村   指定都市   

785％   85．4％   77．0％   了1．8％   58．6％   47．4％   73．4％  

対応している  

51   175   398   575   112   9   1．320  

215％  14．6％   41．4％   52．6％   26．即i  

特に対応していない  

14   30   79   10   478   

1000％  1000％  100．0，も  100．0％  100．0％  100．0％  100．0，i  
合 計  

65   205   517   801   191   19   1．798  



（2）夜間・休日の対応方法について  

夜間・休日対応を行っている市区町村について、その内容を見ると、「③相談担当  

の職員以外の職員（守衛等）が相談担当の職員に連絡した後、相談担当の職員が対  

応」が1，057か所（58．8％）となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段：市区町村数）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   村   合 計  
指定都市   

①相談担当の隋員が宿日直  0．5，i   08，i   06％   05％   53ヽ   07，i  
により対応  

4   5   12   

（a夜間・休日対応用の携帯電話を  4．6％  6．3％   6．8％   4．0％   2．6％  
所持するなどして、相談担当の  

4．9％  

職員が対応  
3  13   35   32   5   0   88   

③相談担当の随員以外の韓月（守  
衡等）が相談担当の職員に連絡  49，2％   56．1，i   60．7％   61．9，i   50．3％   21．1％   58，8％  

した後、相談担当の隋員が対応  32   115   314   496   96   4   1．057   

4．6％   2．4，i   1．0％   0，5％   0．5，i  ④民間の相談機関に対応を委託  1．0％  

3   5   5   4   0   18   

5．9，i   23％   14ヽ  
⑤児童相談所へ転送  19％  

0   12   12   0   0   35   

⑥その他   
20．0％   14．1％   5．4，i   3．4％   4．7％   21，1l   6．1％  

13   29   28   27   9   4   110   

⑦矧こ対応していない   21．5％   14．6，i   23．0％   28．2！i   41．4％   52．6％   26．6％  

14   30   119   226   79   10   478   

合 計   100．0％  100．0％  1000％  1000％  1000％  100．0，i  1000％ 

19  

8了   



5．都道府県（児童相談所等）からの後方支援について   

都道府県（児童相談所等）からの後方支援について、 「①児童相談所等の職員による市区  

町村職員研修の実施」は1，329か所（73．9％）、「②児童相談所等の職員による個々  

の事例に対する支援に必琴な情報の提供や助言」は1，556か所（86．5％）、「③ケ  

ース検討会議、要保護児童対策地域協議会に児童相談所職員等が参加」は1，605か所  

（89．3％）が「支援を受けている」と回答している。  

規 模    区 分  

合 計  
人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未溝市区  町   村  指定都市   

支援を受けて  75．4％  76，6％   81．6％  70．5l  62．8％  84．2％   73．9％  

いる  
①児童相談所等の感員  

49   157   422   565   120   16   l．329  

117l   95％  124㌔  14日i   105％   117％  による市区町村職員  

研修の実施  受けていない   10   24   49   99   27   2   211  

合 計   90．8％  88．3％   9 85．7％  

59   181   471   664   147   18   l．540   

865％  支援を受けて  846％  888，i  936％  861％  660ヽ  1000％  
②児童相談所等の職員  55   182   484   690   126   19   1．556  

による個々の事例に  13．8兄   10．2％   6，0，i   86ヽ  10．5，i  8．3％  

対する支援に必要な  9   21   31   69   20  150  
情報の提供や助言  985≠  990ヽ   9g6％  9ヰ8＼  764％  1000％   949％  合 計  

64   203   515   759   146   19   1．706   

支援を受けて  89．3％  

③ケース検討会譲、要  64   199   501   697   127   17   1．605  

24％   23ヽ   45l  73％   53％   38ヽ  保護児童対策地域協  
議会に児童相談所職  

5   12   36   14   69  
員等が参加  

合 計   100．0％  99．5％   99．2≠  91．5l  73．8％  94．7，i   93．1ち  

65   204   513   733   141   18   1．674   

39≠   79％   75％  31ヽ   105，i   67ヽ  支援を受けて  
④年間を通じて市区町  3   8   41   60   6   2   120  

24％   41％   62ヽ  94！i   105％   55，i  村に都道府県（又は  
児童相談所）職員を  3   5   21   50   18   2   99  
派遣  92％   63％   120％  13†l  126％  211％   122％  合 計   

6   13   62   110   24   4   219   

68l   130≠  69l  79％  158，i   87ゝ  支援を受けて  
⑤定期的に市区町村に  2   14   67   55   15   3   156  

68，i   77％  81l  94％  105，i   80ヽ  都道府県職員（又は  
児童相談所）を派遣  5   14   40   65   18   2   1ヰ4  

して市区町村を支援  137l   207，i  150％  173ヽ  263％   167ち  合 計  108％  
7   28   107   120   33   5   300   

支援を受けて  g．3ヽ   3．9ち  3．1％  l．6％   10，5％   4．6％  

いる   14   19   20   25   3   2   83  

44l   29ヽ   3†ヽ  52，i   53％   37l  ⑥児童相談所への市区  
町村職員の受け入れ  9   15   30   10   66  

合 計   23．1l   13，7‡   6．8，i   6，9ヽ  6．8，i  15．8％   8．3ち  

15   28   35   55   13   3   149   

支援を受けて  708l  620％  513％  380l  246≠  684l  ヰ46％  
⑦国の指針とは別に、  
都道府県独自の市  

46   127   265   304   47   13   802  

区町村向けの児童  7．7％   9．3l   8，1ヽ  10．7l  14．7％   5．3！ト   10．1％  

家庭相談マニュアル  5  19   42   86   28   181  

等を作成  547l  合 計  785兄  712㌔  594％  487ヽ  393≠  73丁ち  
51   146   307   390   75   14   983   

支援を受けて  12．3％  13．7％   8月ヽ   了★Ol  †，3ヽ  10．5，i   8，6％  

いる  8   28   46   56   14   2   154  

⑧その他  
102ヽ   93ヽ  66l  94％   53兄   82ち  あまり支援を  

受けていない   7   21   48   53   18   148  

231ゝ  239l   182l  136％  168，i  158ヽ   168ヽ  合 計  
15   49   9ヰ   109   32   3   302   

市区町村数  65   205   517   801   191   19   1798   
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6．虐待事例に関する役割分担について   

虐待事例に関し、市区町村と児童相談所の役割分担の取り決めがなされているかどうか  

については、「取り決めはなく、個々の事例ごとに異なる対応になっている」が1，280  

か所（71．2％）となっている。また、市区町村と児童相談所が重なる虐待事例を取り  

扱う際、どちらが事例の主担当であるか明らかにしているかについては、905か所  

（50．3％）の市区町村は個々の事例によって主担当を決めている。  

（上段：該当区分での割合  下段：市区町村数）  

規 模 区 分  

合計  
人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   村  指定都市   

文書での取り決め   138ヽ  141ヽ   95l   65％   j†ヽ  316l   85ヽ  

9   29   49   52   7   6   152  

文書はないが一応決められ  
（D市町村と児童相談所  
の役割分担について  24   62   113   134  25   8   366  

の取り決め  取り決めはなく、個々の事例ごと  
に異なる対応になっている   32   114   355   615   159   5  1．280  

合 計   100．0≠  100．0％  100．0ち  

65   205  51了   801   191   19  1．798   

明らかにしている  9．2ヽ  15．1％   9＋？ヽ   6．4l   十丁ヽ  8」ヽ  

く文章等でルールを明記）  6   
3†   50   51  9   4  151  

明らかにしている   ヰ46ヽ  400％  302l  200～  ＝うヽ  4？4ヽ  25．5％  

②市町村と児童相談所  29   82   156   160   22   9   458  
が重なる事例を取リ  
扱う際、どちらが主  

†58ヽ  丁？ヽ  54％  ＝j＼  201ヽ  257％  

担当か明らかにして  5   58   161   49  284  

いるか  個々の事例による   38．5％  395～  朋＝用  536ヽ  581，i  316～  503ヽ  
25   8l   253   429   111   6   905  

合 計   1000，i  1000％  1000，i  1000≠  1000％  1000ヽ  1000，i  

65   205   517   801   191   19  1．798   

市区町村数  65   205   517   80l   191   19  1．798   
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【参考】市町村児童家庭相談件数（平成20年度社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）より抜粋）  

平成20年度に全国の市町村が受け付けた児童家庭に関する相談受付件数は約27万件（対前  

年度比1，483件減）、うち児童虐待に関する相談受付件数は51，620件（対前年度比1；500件増）。  

また、相談を受け付けた後、具体的な援助内容（助言指導・児童相談所等への送致等）を決定し  

た相談対応件数は約28万件（対前年度比2，287件減）、うち児童虐待に関する相談対応件数は  

53，020件（対前年度比1，402件増）と・なっている。  

受付件数  対応件数  

総 数（か  児童用‖侍相談  その他の相談  総勤 ③  児童虐弓奇相談  その他の相談  
（2）   の－（2）  （葺）   （冤〉一偏）   

北 海 道   8．845   1，425   7．420   9．078   1，463   7，615   

1＿799   82   1717   1．798   82   1．716   

岩 手 県   1．504   488   1．016   1．560   483   1．077   

宮 城 県   2．618   759   1．859   2．655   767   1．888   

秋 田 県   1，521   212   1，309   1，515   208   1．307   

山 形・県   1．993   221   1，772   1．966   211   1．755   

福 島 県   2．692   420   2．272   2．691   417   2．274   

茨 城 県   4．204   820   3．384   4．352   85了   3．495   

栃 木I農   1．832   445   1．387   1，839   452   1．387   

群 馬 県   2．716   539   2，17了   乙709   528   乙181   

埼 玉 県   9．415   1．883   7．532   9．427   1．890   7．537   

千 葉 県   6，600   1，976   4．624   7．05（∋   2．160   4．896   

東 京 都   29．424   4．705   24．719   28．366   4，838   23．528   

神奈川県   5．783   1．569   4．214   6，270   1，827   4．443   

新．！烏 県   4．694   657   4．037   4．731   680   4．051   

吉 山 県   2．364   348   2．016   2．406   387   2．019   

石 川 県   1，248   240   1．008   1．239   238   1．001   

1，264   183   1．081   1．328   190   1．138   

福 井 県              山 梨 県   1．620   298   1．322   1．了90   363   1．427   

長 野 県   5．318   721   4．597   5．487   724   4，763   

岐 阜 県   4．661   599   4．062   4．900   618   4．282   

書手 同 県   3．924   1．O14   2，910   4．017   1．024   2．993   

愛 知 県   5．874   1．658   4．216   6．050   1．699   4．351   

三 重 県   4．928   849   4．079   4．944   855   4．089   

滋 賀 県   5．107   2．307   2．800   5．108   2，307   2．801   

京 都 府   2，015   728   1．287   2．015   728   1．287   

大 阪 府   16．813   5．907   10，906   16，947   5．950   10．997   

兵 庫 県   23．489   2．612   20．877   23．490   2．612   20．878   

奈 良 県   6．425   726   5．699   6．425   726   5．699   

1．780   305   1．475   1．799   310   1．489   

和歌山県              鳥 取 県   888   137   751   884   142   742   

島 根 県   1．253   251   1．002   1．253   251   1．002   

岡 山 県   2．052   1．080   972   2，052   1．080   972   

広 島 県   2．905   756   乙149   2．906   746   2．160   

山 口 県   1．709   375   1．334   1．580   379   1．201   

徳 島 県   1．245   232   1．013   1．297  232   1．065   

香 川 県   1．455   458   997   1．495   477   1．018   

愛 媛：県   1，420   327   1．093   1．398   320   1．078   

高 知 県   1．779   446   1．333   1．774   445   1．329   

福 岡 県   9．363   1．310   8．053   10．278   1．341   8．937   

佐 賀 県   1．167   216   951   1．260   214   1．046   

長 崎 県   2．299   393   1．906   2，255   381   1．874   

3．318   689   2．629   3．420   712   2，708   

熊本県              大 分 県   乙433   588   1．845   2，440   599   1．841   

宮 崎 県   1．706   513   1．193   1．659   544   1．115   

2．522   422   2．100   2．522   323   2．199   

鹿児島県              沖 糸毛 県   2．122   556   1．566   2，136   572   1．564   

指定都市（別掲）  
748   53   695   748   53   695   

札 幌 市              仙 台 市   922   309   613   922   309   613   

さいたま市   526   247   279   534   251   283   

千 葉 市   1．330   542   788   1．374   550   824   

横 浜 市   22．156   338   21．818   24．014   763   23．251   

川 崎 市   4．987   645   4．342   5．081   656   4．425   

豪斤 5篤 市   285   168   117   285   168   117   

静 岡 市   1．342   255   1．087   1，342   255   1．087   

浜 松市   1．120   123   997   1．130   135   995   

1．143   705   438   1．861   481   1．380   

名古屋市              京 都 市   1．808   827   981   2．004   916   1．088   

大 阪 市   4．686   1，196   3．490   4．809   1．166   3．643   

堺  市   2．910   1．093   1．817   2．910   1．093   1．817   

神 戸 市   8．817   645   8．172   8．817   645   8．172   

広 島 市   839   139   700   787   132   655   

．北九州市   2．198   443   1．755   2．198   443   1，755   

福 岡 市   1．810   402   1．408   1．980   525   1．455   

中核市（別掲）  
≡   l   631   45   586   2．242   127   2．115   

三尺 市  
270＿364  51＿620l   218＿744  277＿605 53＿020  224＿585   

合  音十  271，847   50．120   221．727   279，892   51．818   228．274   

対前年度   ▲1．483   1．500   ▲2．983   ▲2．287   1．402   ▲3．689   
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Ⅱ 要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）   

の設置状況について  

1．設置状況につい て  

（1）要保護児童対策地域協議会及び児童虐待防止ネットワーク設置状況  

児童福祉法第25条の2に規定する要保護児童対策地域協議会（以下「地域協議  

会」という）を設置済みの市区町村は、全国1，798市区町村のうち1，663  

か所（92．5％）、児童虐待防止ネットワーク（以下「ネットワーク」という）を  

設置済みの市区町村は、92か所（5．1％）となっている。  

地域協議会又はネットワークを設置済みである市区町村の数及び割合は、  

1，755か所（97．6％）となっている。   

表1－1 地域協議会及びネットワークの設置状況  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人⊂‖0万人 未満市区  町   
合 計  

村  指定都市   

市区町村数  65   205  517   801   191   19  1，了98   

数   64   200   499   721   161   18  1，663  
地域協議会  

％  98．5％  97．6％  亘6．5％  90．0％  84．3％  94．7％  92．5％   

散   16   59   10   92  
ネットワーク  

％  1．5％  2．4％  3．1％  7．4％  5．2％  5．3％  5．1％   

数   65   205   515   780   1．755  
合  計  

（参考1） 地域協撼会又はネットワークの設置数および割合  

3．500  

3、000  

2．500  

市2．000  

区  
町  

村 数1・500  

l，000  

500  

0  

平成13年度    ‖  15  16  17  18  19  20  

■■設置市区町村数  506    702    967    1．243    1，224     1．27l      1，536      1，705      l，755   

【：＝コ全市町村数  3，247    3．240    3．209    3．123    2，339     1．843      1．827      1．811      l．798   

■■－割合（％）   15．6    21．7    30．1    39，8    51．0     69．0      84．1      94．1      97．6   

注）平成17年度までは6月1日現在の調査であり、18年度からは4月1日現在の調査である。  

平成16年度まではネットワークの設置数及び割合であり、平成17年度からは地域協講会又はネットワークの設置数及び割合である。  
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（2）地域協議会及びネットワークの設置見込み  

平成21年度末の地域協議会又はネットワークの設置数及び割合は、1，782  

か所（99．1％）、平成22年度末には1，790か所（99．6％）となる見込  

みである。  

表1－2 地域協議会及びネットワークの設置見込み  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口10万人  合 計  
人口30万人    以上30万人  
以上市区    未満市区   

村   指定都市   

市区町村数  65   205   517   801   191   19  1，798   

平  地域協議会   数   64   200   499   721   161   18  1，663  

ネットワーク   致   5   16   59   10   92  

数   65   205   515   780   1，755  

小 計  

日  
％  100．0％  100．0％  99．6％  97．4％  89．5％  100．0％  97．6％   

平  
成  地域協言義会   数   65   202   510   755   175   19  1．726  
2  

ネットワーク   数  3   41   5  56  
年  
度  
末  数   65   205   517   796   180   19  1，782  

見  小 計  
込  
み  

％  100．0％  100．0％  100．0％  99．4％  94，2％  100．0％  99．1％   

平  
成  地域協議会   数   65   204   514   了74   180   19  、1．756  

2  

2  ネットワーク   数  3   25   5  

年  
34  

度  
末  数   65   205   517   799   185   19  1，790  

見  小 計  
込  
み  

％  100．0％  100．0％  100．0％  99．8％  96．9％  100．0％  99．6％   

数  2   6  8  

ネットワークが設置されておらず、   
地域協言義会も設置しない  

％  0．2％   3．1％  0．4％   

数  65   205   517   801   191   田  1，798  
計  

％                   100．0％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％   
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（3）都道府県ごとの地域協議会又はネットワークの設置状況  

地域協議会又はネットワークを設置済みの市区町村の割合を都道府県ごとにみる  

と、最低で79．5％、最高で100．0％となっている。  

全体では、60～79％が1県（2．1％）、80～99％が13都道県  

（27．7％）、100％が33府県（70．2％）となっている。  

（参考2） 都道府県ごとの地域協議会又はネットワークの設置状況  （平成21年4月1日現在）  

地域協議会   ネットワーク  全体  

数  ％  数  ％  数  ％   
徳島県  23  95．8％  l  4，2％  24  100＿0％   

香川県   13  76．5％  ・3  17．6％  16  94．1％   

愛媛県   19  95．0％    5．0％  20  100．0％   

34  100．0％  34  100．0％   高知県  
福間県  56  84．8％  ロ  10．6％  63  95＿5％   
佐賀県  20  100．0％  20  100．0％   

長嶋県  23  100．0％  23  100．0％   

熊本県  47  100．0％  47  100．0％   

大分・県   94．4％    5．6％    100．0％   

宮崎県  28  100．0％  28  100．0％   

鹿児島県  38  84，4％  4  8．9％  42  93．3％   
沖縄県  32  78．0％  5  12．2％  田  90．2％   
全国  1，663  92．5％  92  5．1％  ■1．755  97＿6％   

地域協議会   ネットワーク  全体  

数  ％  数  ％  数  ％   
北海道  16了  92，8％  10   5，6％   177  98．3％   

40  100．0％   青森県  40  100．0％  
岩手県  35  100．0％  35  100，0％   

宮城県  28  77．8％  ロ  22，2％  36  100．0％   
秋田県  25  100．0％  25  100．0％   

山形県  35  100．0％  35  100．0％   

福島県  37  62．7％  田  27＿1％  53  89．8％   
茨城県  42  95．5％  口  2．3％  43  97．7％   

30  100．0％   栃木県  30  100．0％  
群馬県  36  100．0％  36  100，．0％   

埼玉県  70  100．0％  了0  100．0％   

千葉県  45  80．4％  10  17．9％  55  98．2％   

東京都  58  93．5％  58  93，5％   

神奈川県  33  100．0％      33  100．0≠   
新潟県  30  96．8％      30  96，8％   
富山県  13  86．7％  13  86，7％   

石川県  19  100．0％  19  100＿0％   

福井県  17  100．0％  17  100＿0％   

山梨県  28  100．0％  28  100．0％   

長野県  75  93．8％  ロ  1．3％  76  95＿0％   
岐阜県  42  100．0％      42  100．0％   
静岡県  27  73．0％  8  2l．6％  35  94．6％   
愛知県  61  100．0，i  61  100．0％   

三重県  29  100．0％  Z9  100．0％   

滋賀県    69．2％  田  30．8％  26  100．0％   
京都府  26  100．0％  26  100．0％   

大阪府  42  97．7％  l  2．3％  43  100．0％   
41  100＿0％   丘庫県  41  100．0％  

奈良県  田  69．2％  4  10．3％  31  79．5％   
和歌山県  27  90．0％  3  10．0％  30  100．0％   

鳥取県  19  100．0％      19  100．0％  島根県  21  100．0％      21  100．0％  岡山県  27  100．0，i      27  100．0％  広島県  23  100．0％      23  100．0％  

設置済み  
市町村の割合   

都道府県数（構成比）   

100％   33（70．2％）   

80％～99％   13（2了．7％）   

60％一〉79％   1（2．1％）   

合  計   
4了   
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2．設置形態・構造・構成メンバーについて  

（1）地域協議会の構造  

地域協議会の構造は、「3層構造」が1，073か所（64．5％）、「2層構造」  

が488か所（29．3％）となっている。  

表2 協議会の構造  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

合 計  
人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   村  指定耳市   

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64  200  499  721  161   18  1．663   

3層構造  数   53  172  375  393   64   16  1．073  
（代表者会議、  

実務者会議、  
個別ケース検討会譲）  ％  82．8％  86．0，i  75．2％  54，5％  39．8，i  88．9％  64．5，i  

2甘構造  数   3   14   97  289   85  488  
（代表者会議と実務者会議、   

又は  
代表者会譲と個別ケース検討会議）                   ％  4．7％  7．0％  19．4，‘  40．1％  52．8％  29．3％   

数   8   14   27   39   12   2  102  

その他  

％  12．5％  7．0％  5．4，i  5．4，i  7．5％  11．1％  6．1％   

散   64  200  499  721  161   18  1．663  

合 計  

（2）実務者会議の形態  

実務者会議の形態は、「全ての相談種別を実務者会議として協議する」が865か  

所（52・．0％）、次いで「相談内容別に分けて開催する」が489か所（29．4％）、  

「地域別に分けて協議する」が145か所（8．7％）となっている。  

表3 協議会の実務者会議の形態（複数回答）  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口】0万人 以上30万人 末濱市区  人口tO万人 未満市区  町   
合 計  

村  指定♯市   

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64  200  499  721  161   18  1．663  

数   27  109  252  37ブ  96   4  865  
全ての相談種別を  
実務者会護として協議する  

％  42．2％  54．5％  50．5％  52．3，i  59．6％  22．2，i  52．0％   

数   17   19   40   50   7   12  145  
地域別に分けて協議する  

％  26．6％  9．5，i  8．0％  6．9％  4．3％  66．7，i  8．7，i   

数   7   36  123  264   56   3  489  

相談内容別に分けて開催する  
％  10．9，i  18，0％  24．6％  36．6％  34．8％  16．7l  29．4％   

数   18   43   96   70   19   2  248  

その他  
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（3）構成する関係機関等  

地域協議会への参加苦り合をみると、行政機関では、教育委員会、児童相談所、警  

察署、都道府県設置の保健所の参加率が、関係機関では、保育所、幼稚園、小中学  

校の参加率が、関係団体では民生児童委員協議会、医師会の参加率が高かった。   

表4 関係機関等の状況  
（平成21年4月1日現在）  

51   178   436   659   153   14  1．491  89．7l  

教  50   172   ヰ19   645   149   13  1．448  87，1㌔  

青   
機  

53   107   65   14   3  253  15．2ヽ  

蘭  23   5D   98   105   21   8  305  18．31  

乳児院  15   19   4   福   
祉  34   77   98   47   2   15  273  16，4ヽ  

施 投  2   7   4  3  17  1＋0ヽ  

等   2   6   5   4  6  23  1＋lヽ  

児暮辛虎支援センター  5   24   41   33   6   5  114  69ヽ   

7   25   36   27   6  102  6」ヽ  

■  13  24   32   16   4  90  5．4ヽ  捜  
●   15  41   76   75   ‖   9  227  13．7！i   

医師会  63   190   427   311   29   17  1．037  62．4l  

歯科医師会  35   105   140   77   3   12  372  22．41  

看護協会  4   7   9   2  

関  22  1．3l  

係  23   33   35   7   2   14  11ヰ  6，9l  

125   253   389   

民生児暮委且協議会  団  18  1．529  91．91  

等  20   50   60   30   7   14  181  10．9％  

里親会  8   3   15   6  5  37  2．2％  

その他  44   101   220   190   33   16  604  36．3％   

（注）地域協議会から見た参加割合であり、関係機関の中には、都道府県単位で設置されるものや、全て   

の都道府県に設置されていないものもある。  
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3．要保護児童対策調整機関について  

（1）要保護児童対策調整機関の指定  

児童福祉法第25条の2第4項に規定する調整機関は、児童福祉主管課が907  

か所（54．5％）で最も多く、次いで児童福祉・母子保健統合主管課が436か  

所（26．2％）、福祉事務所（家庭児童相談室）が129か所（7．8％）となっ  

ている。  

表5 要保護児童対策調整機関の指定  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   
合 計  

村  指定都市   

地域協議会設置数  64  200  499  721   161   18  1．663   
（平成21年4月1日）  

数   42   147   320  348   44   6  907  
児童福祉主管課  

％  65．6％  73．5％  64．1％  48．3％  27．3％  33．3％  54．5％   

数  5   18   4  27．  
母子保健主管課  

％  1．0％  2．5％  2．5％  1．6％   

数   8  10   37  289   87   5  436  
児童福祉・母子保健統合主管課  

％  12．5％  5．0％  7．4％  40．1％  54．0％  2了．8％  26二2％   

福祉事務所  数   10   25   88   3   2   129  

（家庭児童相談室）  ％  15．6％  12．5％  1了．6％  0．4％  1．2％  5．6％  7．8％  

数   28  2  

福祉事務所  
32  

（家庭鬼童相談室を除く）  1．2％  1．9％   

数  10   2  14  
保健センター  

％  0．5％  0．2％  1．4％  1．2％  0．8％   

数  13   24   8  48  
教育委員会  

％  1．5％  2．6％  3・鱒  5．0％  2．9％   

致  
市設置の保健所  

％  0．6％  0．1％   

数  4   2   3   9  

児童相談所  
％  、0．6％  1．2％  16．7％  0．5％   

数  5   

障害福祉主管課  
％  0．2％  0．7％  0．6％  0．4％   

数   3   13   6   20   8   53  

その他  
％  4．了％  6．5％  1．2％  2．8％  5．0％  16．■了％  3．2％   

数   64  200  499  721   161   18  1．663  
合 計  
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（2）担当職員  

調整機関の担当職員は、全国で4，938名配置されている。内訳は、一定の専  

門資格を有する者（①～⑧）は2，588名（52．4％）、そのうち「児童福祉司  

と同様の資格を有する者（（D～④）」は699名（14．2％）となっている。  

表6－1 要保護児童対策調整機関の担当職員  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   
合計  

村  指定都市   

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64  200  499   721   18  1．663   

（か児童福祉司と同様の資格を有する  80   156   141   8   39  489  
者（児童福祉司たる貿格を有する者）  

（②、③又は④に該当する者を除く）   

数  
②医師  

％  0．1％  0．1％  0．1％  0．1％   

数   31   50   40   28   174  
③社会福祉士  

％  8．4％  5．9％  2．7％  1．7％  2．3％  5．1％  3．5％   

数   14   5   8   2   さ3  

（動輪神保健福祉士  
％  0．8％  1．7％  0．3％  0．5％  0．3％  0．6％  0．7％  

小計（①～④の計）  
数  114  221   187   102   16   699  

（児童福祉司と同様の資格を有する者）  
％  31．0％  26．2％  12．8％  6．4％  5．2％  16．9％  14．2％   

⑤保健師・助産師・看護師  数   42   90   106   292   682  

（①に該当する者を除く）  
％  11．4％  10．7％  7．2％  18．2％  25．2％  21．4％  13．8％   

⑥教員免許を有する者  
数   36   109   244   4   10  464  

（（Dに該当する者を除く）  
％  9．8％  12．9％  16．7％  3．8％  1．3％  2．9％  9．4％   

⑦保育士  
数   46   94   135   98   25   22   420  

（①に該当する者を除く）  
％  12．5％  11．1％  g．2％  6．1％  8．2％  6．3％  8．5％   

⑧①から⑦に該当しない  数   32   143   25   26   323  

社会福祉主事  
％  8．7％  10．8％  9．8％  1．6％  2．0％  7．4％  6．5％   

数  270  605  815  578   128  192  2．588  
小 計（①～⑧の計）  

％  73．4％  71．6％  55．6％  36．0％  41．8％  54．9％  52．4％   

⑨①から⑧に該当しない   数   78   567  1．006   173   134  2，133  

一般車務職  
％  21．2％  20．7％  38．7％  62．7％  56．5％  38．3％  43．2％   

数   20   65   83   20   24   
⑩その他  

％  5．4％  7．7％  5．7％  1．2％  1．6％  6．9％  4．4％   

数  368   845  1．465  1．604  306  350  4．938  
合 計  
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（3）担当職員の詳細  

担当職員の正規職員・正規職員以外の状況は、正規職員が3，887名  

（78．7％）、正規職員以外が1，051名（21．3％）となっている。  

また、専任・兼任の状況は、専任が1，914名（38．8％）、他の業務と兼任  

が3，024名■（61．2％）となっている。  

表6一之 要保護児童対策調整機瀾の担当職眉  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未濱市区  人口10万人 未満市区   村  指定♯市   合 計  
町  

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64   200   499   721   161   18  1，663   

赦  368   845  1，465  1，604   306   350  4，938  
担当職員数  

％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％  100．Ol  100．0％  

数  257   558   968  1，523   294   287  3，887  
正規職員  

正規職員・  
％  69．8％  66．0％  66．1％  95．Ol  96．用  82．Ol  78．7％  

正規職員以外の状況  数  28了   497   63  1，051  
正規職員以外  

％  30．2l  34．0％  33．9％  5．Ol  3．9％  18．0％  21T3％   

数  Z73   510   627   221   14   289  l，別4  
専 任  

％  74．2％  60．4％  42．8％  13．8l  4．6％  76．9％  38．8l  
専任・兼任の状況  

数   95   335   838  1．383   292   81  3，024  
兼 任  
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4．活動状況等について  

（1）児童虐待防止に関する活動内容  

平成20年度における代表者会議の設置は1，248か所、実務者会議の設置が  

1，069か所、個別ケース検討会議の設置が1，379か所となっている。また、  

年間の平均開催数は、代表者会議が1．26回、実務者会議が6．06回、個別ケ  

ース検討会議が19．52回となっている。  

なお、個別ケース検討会議における1ケースあたりの平均検討回数は2．48回  

となっている。  

表7 児童虐待防止に関する活動内容 （平成20年度実績）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   
合 計  

村  指定都市  

平成20年度設置数   
（a）  

61   190  440  458   81   柑  1．248  

開催実績数  
（b）   

回  106  257  546  505   87   67  1．568  

平均開催数  
（c）＝（b）÷（a）   

回  1，74  1．35  1．24  1．10  1．07  3．72  1．26  

平成20年度設置数   
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（2）ケースの実登録数  

地域協議会におけるケースの登録数は全体で101，318件であり、そのうち、  

要保護児童ケース登録数が75，378件（74．4％）、要支援ケース登録数が  

24，946件（24．6％）、特定妊婦ケースの登録数が994件（1．0％）と  

なっている。  

また、要保護児童ケースのうち児童虐待が48，128件（47．5％）となっ  

ている。  

表8－1 ケースの実登録数  （平成21年6月末日時点）  

うち不登校・いじめ  

数  518   265   102   994  
特定妊婦ケース  

％  0．2％  1．6％  0．9％  0．9％  0．9％  0．6％  1．0％  

1地域協議会あたりの  
児童虐待ケース登録数  数  0．5   2．6   0．5   0．1   0．0   5．7   0．6   

数  
合‡十  

％   
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（3）ケースの進行管理台帳の作成  

地域協議会におけるケースの進行管理台帳は、1，159か所（69．7％）で  

作成されている。  

表8－2 ケース進行管理台帳の作成の有無  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   
合 計  

村   指定都市   

地域協議会設置数  

（平成21年4月1日）  
64   200   499   161   18   1．663   

数  62   173   403   434  72  15  1．159  

作成している  

60．2％   44．7％   83．3％   69．了％   ％  96．9％  86．5％  80．8％   

数  27  96  287   89   3   504  

作成していない  

％   

数  64   200   499   18   1．663  

合 計  
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（4）ケースの見直しの頻度  

地域協議会においてケース進行管理台帳を作成している場合、ケースの見直しの  

頻度として、少なくとも「3か月以内に1回」が305か所（18．3％）、「4～  

6か月以内に1回」が175か所（10．5％）、「6か月以上に1回」が51か所  

（3．1％）となっている。．また、「必要に応じて随時」が594か所（35．7％）  

となっている。  

表8－3 ケースの見直しの頻度  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口相方人 未満市区  町   
合 計  

村   指定都市   

地域協議会設置数  

（平成21年4月1日）  
64   200   499   721   161   18   1．663   

うちケース進行管理台帳  

を作成している協議会数  
62   173   403   434   72   1．159   

数  77   121   9   8   305  

（》 3か月以内に1回  

％   

数  12   37   63   57   3   175  
② 4～6か月以内に1回  

％  18．8％  18．5％  12．6％  7．9％  1．9％  16．7％  10．5％   

数  3   6   24   5  51  

③ 6か月以上に1回  

％  4．7％  3．0％  2．6％  3．3％  3．1％  3．1％   

数  48   120   197  ‘138   531  

小計  

％  75．0％  60．0％  39．5％  19．1％  10．6％  61．1％  31．9％   

数  13   46   194   284   54   3   594  
④必要に応じて随時  

％  20．3％  23．0％  38．9％  39．4％  33．5％  16．7％  35．7％   

数  7   12   34  

⑤その他  

％  1．6％  3．5％  2．4％  1．7％  0．6％  5．6％  2．0％   

数  62   173   403   434   72   15   1．159  

合 計  

％  96．9％  86．5％  80．8％  60．2％  44．7％  83．3％  69．7％   
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（5）ケース終結の基準  

地域協議会において、ケースを終結させるにあたり、「基準あり」は341か所  

（20．5％）、「基準なし」は1，322か所（79．5％）となっている。  

表8－4 ケースの終結  

規 模 区 分  

人口10万人  合 計  
人口30万人    以上30万人  
以上市区    未満市区   

村   指定都市   

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64   200   499   721   161   18   1，663   

数  83   128   78   13   5   341  

基準あリ  

％   

数  117   371   643   148   13   1．322  

基準なし  

％   

数  64   200   499   721   161   18   1，663  

合 計 
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